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教員養成系大学における参加型授業の実践的研究
一専修専門科日 「教育方法学」 を一事例と して一
伊 藤 博 之* 
本稿では、 大学、 特に教員養成を目的と して設置されている教員養成系大学において、 現在、 学校教育全体で求められ
ている参加型授業を実現させていく 方途について、 専修専門科目と して開設されている 「教育方法学」(標準履修 : 3 、
4 年生) という比較的小規模な科目における取り組みを一事例と して検討していく こ と を目的と している。 大学における
教員養成課程に対して、 「質保証」 を求める行政サイ ドの政策が進んでいる今日、 我々大学教員にと っても 「理論的知識
の教授」 の限界に直面している。 加えて、 近年、 教育学、 心理学的な知見の進展に伴って、 社会的構成主義アプローチ、
「三つの対話を総合した実践」 の自覚、 「教えて考えさせる授業」 論、PDc A サイ クルの活用、 道草や失敗の教育的価値の
再評価など一連の主張がな されてきている。 こ れらの知見を基に、 「アート」 と しての技術や 「ク ラ フ ト マ ンシッ プ」 と
しての技術の習得 ・ 向上のアプロ ーチを図るべく 、2005年度から 「学生による授業」 をデザイ ンし、 診断的評価→形成的
評価→総括的評価と時宜に応じた丁寧な評価によって漸進的な授業改善を行ってきた。 その成果は学生による授業評価に
もみられるよう に学生からの高い評価に結実している。 
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はじめに
本稿では、 大学、 特に教員養成を目的と して設置され
ている教員養成系大学において、 現在、 学校教育全体で
求められている参加型授業を実現させていく 方途につい
て、 専修専門科目と して開設されている 「教育方法学」
(標準履修 : 3 、 4 年生) という比較的小規模な科日に
おける取り組みを一事例と して検討していく こ と を目的
と している。
今日、 教員養成系大学を含め、 大学における教員養成
課程に対 して、 「質保証」 を求める行政サイ ドの政策が
進んでいる。 筆者は先に 「教育技術概念の再検討」 と題
して、 教員養成課程における 「理論的知識の教授」 の限
界に言及した。 特に、 学生が将来教職に就いた際に授業
実践のために求められる 「実践力」(「授業力」) につい
ては、 「アート」 と しての技術や 「ク ラ フ ト マ ンシ ッ プ」
と しての技術の習得 ・ 向上のアプロ ーチの必要性を説い
た。 もちろん、 近年明らかになってきている教育学(教
授学) 理論の成果を取り入れた上で、 である。(伊藤
2014: p.160) 本稿では、 そう した議論を理論的土台と
して、 それをいかに実践べ一 スに乗せるかを追究したい。 
(私的には、 本学において学部学生に対する授業を担当
するよう になって10年目になるにあたり、 現在の到達点
と課題を明らかにし、 次の10年へのステ ッ プを固めてお
く という 意味を持つものでもある。) 
1 . 背景理論
1 -1 . 参加型授業の提案
1-1-1. 学生の実態
教育大学の学生と して、 様々な分野の理論を教授され、
学習しているものと期待されている。 しかし、 実態と し
ては、 学習法と して高校時代までに知らず知らずのう ち
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に身につけてきた (正確に言う と身につけ させられてき
た) 受け身的学習法を克服できているとは言い難い。 た
とえば、 当該の授業で何を学習するこ とが求められてい
るかを自覚 して、 教師によって説明された事項を消化 し
たり、 それを活用して自ら課題を見出したり して発展的
な学習に進むよう な学生は稀である。 と もすれば、 大学
教師特有の粗いメ モ書きのよう な板書を単に板書と して
書かれているとおり視写するにと どまり、 教師が板書に
拠らずに説明している事項に関して必要事項を自ら抜き




校までとは大幅に異なる ( 自己責任) のシステムに放り
込まれる。 その際、 「自主的な学び」 に抵抗のない場合
は良いものの、 高校までの受験勉強で培った 「思考より
暗記」 という学習法一それは、 教師が懇切丁寧に説明し、
整然と整った板書行い、 児童 ・ 生徒はそれをできるだけ
そのままノ ート に試写し、 そのノ ート を暗記の対象とす
るという 一般的な教授 ・ 学習方法によって強化さ れてい
る。 一 に拘泥する学生は、 大学でのマスプロ システムに




しまう。 近年、 そう した事態を避けるために、 初年次セ
ミ ナー などが組み込まれるよう になり、 一定のカリ キュ
ラム上は一定の配慮がされるよう になってきた。 しかし、
そう した個別の特殊な授業においての 「配慮」 が、 他の
授業に対する学習の構えを大き く変えているかという と
いさ さか以上に心許ない。 むし ろ、 「初年次セミ ナー」
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という 個別の特殊な授業での学びは状況依存的であ り 、
異なった状況で行われている他の通常の授業での学びに
は転移していないよう に見受けられる'。 とするならば、
それらのいわゆる初年次教育のみでな く 、 各々の授業に
おいて、 受講する学生の実態と ニーズに合わせた授業改
革を行っていかなければならないであろう 。
1 -1 -2. 社会的構成主義アプローチ
経験の経験による再構成を教育 (学習) と考えた経験
主義の考え方は、 構成主義の代表的なものと して、 児童
の主体性や能動性 (発動性) を重視しよう とする立場か
らは高く 評価されてきた。 しかし、 その一方、 「這い回
る経験主義」 とか 「活動あって学び無し」 とかとの批判
を常に受け続けてきた。 本来 J. Dewey が、 自然科学的
な問題解決の手法を学習法一般に取り込むことによって
教育 (学習) の科学化を企図 したにもかかわらず、 その
後継者達によって問題解決の手法という一種の 「方法知」
の習得にのみ重点が置かれ、 結果と して文化財のもう一 
つの重要な要素である 「内容知」 を閑却しがちになった
のは、 非常に皮肉な事態である。 しかし、 それは経験主
義が本来内蔵している理論的弱点の必然的な帰結と も言
え る。 そう した弱点を捉えて、 たとえば、 ウ' イ ゴツキー 
の再評価から敷衍されている 「活動理論」 や 「拡張され
た学習」 論が提唱されるよう になっている。 そこでは、
「内容知」 を学ぶこと自体が、 文化財( という社会的な
もの) を学習者が 「我が物とする」 こ とになるのであり、
それを通じて初めて有効な学習が成立するこ とが主張さ
れている。 また同時に、 個人が文化財を学ぶ際、 従来の
よう に教師ばかりではなく 、 周りの他の学習者とのコミ ュ
ニケーシ ョ ンを通 じるこ と によ って、 より 確かな学びが
連鎖していく と される。 すなわち、 経験主義が 「個人内
の」 経験の経験による再構成を指向した一種の個人的構
成主義であるのに対して、 新しい構成主義の考え方は学
びが社会的に行われるという こ と を強調するこ とによっ
て社会的構成主義と呼び習わされている。 社会的構成主
義の観点から、 授業の中になるべく 教師と学習者とのコ
ミ ュニケーシ ョ ンはも ちろんのこ と、 出来る限り 学習者
同士のコ ミ ュニケーシ ョ ンを組み込んでい く こ とが有効
と主張 されるよう になっている。 も っと も、 授業担当者
が講義し、 学生がそれを聴取するという一斉教授法自体
が完全に否定されるわけではない。 後掲の市川の主張に
もあ るよ う に、 「習得サイ クル」 においては、 それなり
の工夫をすること を前提とするものの、 非常に効率的な
ものと なり う るこ と に留意しておく 必要がある。
1-1-3. 学生の 「三つの対話」 の組織
佐藤学は、 社会的構成主義を評価する立場から、 「学
び」 は、 対象世界(題材 ・ 教育内容) 、 他者、 自分自身
との 「対話」 という 「三つの対話を総合した実践」 であ
る旨指摘している。(佐藤 1999: p 72) そもそも 「学び」
を組織的に促進するために行われる授業が、 教師、 児童 ・ 
生徒、 教材を三要素と している以上、 授業という 場で児
童 ・ 生徒は上記三者とは何らかの出会いをせざるを得な
い。 実際に問題と なるのはその出会いの質であり、 広が
り であり、 深みである。 たとえば、200名規模の大人数
の大学の授業の場合、 階段教室の固定机にびっ しり と座っ
ている学生は、 ( その教室建築の前提と している発想か
ら、) 映画館における観客と同様の状況に置かれる。 そ
こ では、 教員の机間巡視や学生のペアワークやグループ
ワーク、 さらには作業や身体的活動などを行う こ とが前
提と されていないこ と もあり 、 教員側から一方的に発信





消化しよう と したり、 教員の(応答を求められることの
ない) 問いかけを巡って思考したり といった、 かならず
しも身体活動を伴わない自己活動を活発に行う ことは出
来るだろう''。 しかしながら、 そもそも 「対話」 は個々
人の能動的な行為である。 対象との深いコミ ッ ト メ ント
なしに 「対話」 は成立すべ く もない。 このコ ミ ッ ト メ ン
ト を深めるよう な手立てを教師側がと らない限り 、 ごく
一部の学生しか 「学び」 は成立し得ないだろう。 となれ
ば、 問題はどのよう にこのコ ミ ッ ト メ ント を深めるこ と
ができ るかである。
1-1-4. 「習得、 活用、 探究」 と 「教えて考えさせる
授業」 論
今次の学習指導要領改訂 (2008年) は、 市川伸一の
「教えて考え させる授業」 論を基礎理論の一 つと してい
る。 市川は、 授業において多 く の教師は子 どもたちの活
動を重んじるばかり に、 基礎的な事柄をきちんと教えて
習得させるこ と を結果的にないがしろにしてきたこ と を
問題視している。 という のも、 そもそも考える材料なし
に考えよう と させても子ども たちの思考が深まるはずは
ないし、 さ らには、 それらに過分の時間をと られて定着
のための時間を割きづらいからである。 この問題に対処
するために主張 されるのが、 習得サイ クルと探究サイ ク
ルを相対的に独立した2 本の柱と しつつ、 それらを関連
付けるという手法である。 ここで言う習得サイ クルとは
「『予習一授業一復習』 を通じて既存の知識や技能を身に
つけるという」 ものであり、 探究サイ クルとは 「自らの
テーマに沿って問題を追究する」 ものである。 (市川
2008: pp. iii-v)
以上の市川の論は、 前項で述べた、 「三つの対話」 に
学生を導く ための 「 コミ ッ ト メ ント」 深化の手法の前提
と して受け止めるこ とができる。
1-1-5. PDCA サイ クルの活用 ( と りわけ、 振り返
り ・ 省察と共有を入念に行う。)
ウオルタ一 ・ シユーハー ト(Walter A. Shewhart) 、 エ
ドワーズ ・ デミ ング(W. Edwards Deming) らが提唱し
た と さ れるPDCA サイ ク ルの発想は、 ほぼ同時期の
1947年版学習指導要領にはすでにその影響を見せている。 
しかし、 日本の教育現場においては、 相対評価(集団準
拠評価) との親和性が薄かったこ と もあり、 授業改善や
カリ キュラ ム改善のツールと しては機能しなかった。 と
ころが、 文部行政が、 相対評価から 「いわゆる絶対評価」
すなわち目標準拠評価を学習指導要録の評定を記入する
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際の標準と した2001 年頃から、 同時並行的にPDCA サ
イ クルの活用が 「指導と評価の一体化」 とのスローガン
を伴って推進さ れるよう になっているm。
教育においてPDc A サイ ク ルを意識するためのポイ
ントがいく つかある。 一つ目は、 授業や単元、 教科教育
において、 常に、 実現するべき目標を教師はもちろんの
こ と、 最終的には学習者自身が自覚する必要があるこ と
である。 二つ目は、 その目標(群) が実践を通じて達成
されたかどう かを診断的評価→形成的評価→総括的評価
と時宜に応 じた評価によって丁寧に行い、 その都度、 目
標が実現した場合、 実現しなかった場合と もにその原因
を自覚 し、 良いものはいつそう 伸ばし、 不十分なものは
フ イー ドバ ツク さ れた情報を基に改善の工夫を行ってい
く 必要があることである。 三つ目は、 これらの評価を誰
でもが見えるものと して、 他者に対する評価が当事者以
外の学習者の 「省察」 に役立つよう にすることである。 
四つ目は、 このよう な評価活動を継続的に行う 中で、 学
習者自身が自らの 「学び」 に対する評価、 すなわち自己
評価能力を向上させていき、 将来的には自律的にそれを
行えるよう に支援することである。




したいこ とが年々増えていってしまう。 しかし、2 単位
15時間という1 科目に与えられている時間的な枠組みは
変わらない。 そう した中で、 新しいこ と を盛り込もう と
すれば、 必然的に単位時間あたり の教育内容が増え、
「能率的取り扱い」 が求められるこ とになってしまう。 
工学的アプローチを前提にするならば、 最短距離を脇日
もふらずに進ませるこ とは是かも しれない。 しかし、 そ
う したアプローチに批判的な羅生門的アプロ ーチの見地
からいう と、 道草や失敗を児童 ・ 生徒に許容しない工学
的アプローチでは、 彼らの自主性や自発性を既存 しがち









本来、 学生であるという こ とは、 「学びつつある存在」
という こ とが前提と さ れ、 社会においては許容さ れづら
い失敗が許容される。 場合によってはより深い学びのきっ
かけと してむしろ歓迎する必要すらある。 しかし、 教育
実習やスクール ・ サポーター勤務を始めと した学生のオー 
セ ンテイ ツクな学習場面においては、 準社会人と して一 
定程度の責任が付与され、 学生自身ばかり ではな く 、 周
り のメ ンタ一教員や管理職、 保護者な どから、 「基本的
に失敗は許されない」 という メ ッセージが送られる。 こ
れに抗して、 確実性の乏しい新規の事柄に取り組んだり、
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従来慣例的に行われているこ と を廃止したり という 、 - 
種の挑戦を試みるこ とは容易なこ とではない。 「生き る
力」 に代表されるよう に、 陋習を廃して新しい状況を切
り拓いていく創造的な態度やそれを支える能力を養う こ
とが学校に求められている一方で、 学校文化がどちらか
という と守旧的であるのは、 上記のよう な事情が影響し
ているのではないかと考えられる。
それ故、 「多少の失敗が許さ れる状況」 の元でチ ャレ
ンジの機会を与えるこ と、 それでう ま く いけば成功体験
と してそれ以降のチ ャレ ンジを促進する可能性をもつ一 
方、 例え失敗しても、 その 「失敗から学ぶ」 こ とで向上
する経験を持つこ とは、 大学の授業においてこそ可能と
なるし、 可能とすべきではないだろう か。
1-1-7. 「アート」 と しての技術や 「 クラフ トマンシッ
プ」 と しての技術の習得 ・ 向上のアプローチ
他著において、 教育 とり わけ、 特定の技能を養成す
る教育一において、 「テクニ ック」 と しての技術の習得 ・ 
向上における限界性が露わになって来ている今日、 その
限界を克服するために、 従来 「アート」 と しての技術や
「 ク ラ フ ト マ ンシ ッ プ」 と し ての技術の習得 ・ 向上のア
プローチが果たしてきた役割と機能を再認識すべき時で
あろう ことを指摘した。(伊藤 2014: p.160)
ここに言う 「テクニ ック」 と しての技術とは、 伝承可
能な技術のう ち、 「言葉で分かち伝えるこ とができる」
ものを指す。 しかし、 教師に求められる能力のう ちで、
「 テク ニ ッ ク」 と し ての技術は重要であるものの、 やは
り全体から見ると極一部に過ぎない。 教育実践において
求めら れるのは、 ヘルバルト以来自覚化 さ れているよう
に 「教育的タ ク ト」 という 臨機応変の即応能力である。
こ れまで、 大学においては 「テクニ ッ ク」 と しての技
術の習得 ・ 向上を、 教育実習においては 「クラ フ ト マン




成政策は、 そう した棲み分けを廃し、 大学における授業
においても 「実践力」 の向上を要求するよう になってい
る。 こう した要請に応えるためには、 大学での授業にお
いて 「ク ラ フ ト マ ンシッ プ」 と しての技術の習得 ・ 向上
のみならず、 大学教育の付加価値と して 「アート」 と し
ての技術の習得 ・ 向上を日標に加え、 それにふさわしい
教授方法の改革を行う べきである。 ただその際、 単に両
者の学習過程を棲み分けるのでは間題の解決にならない。 
「 テクニ ッ ク」 と しての技術の習得 ・ 向上の過程におい
て、 そのこ とが行われるこ とがすなわち 「ク ラ フ ト マ ン




後に3 . において触れるよう に、2006年度に部分的な
先導的な試行を行った上で、2007年度に大幅な授業改変
を実施した。 その際、 1 . で述べた理論的土台の上に、
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以下のよう な授業をデザイ ンした。
まず、 学生による授業の構想段階について。 習得フェー
ズと して、 教員によ るレクチ ヤ一。 次いで、 探究フ ェ ー
ズと して学生によ るテキス ト によ る自学。 それらで習得
した知識等を基に、 学生各自が他の学生に伝えたい事柄
の抽出と ブラ ッシュアップ。 学生(普通は 1 名、 状況に
よりT.T で2 名以上) が 1 単位時間 (45分) の授業案作
成。 この後、 習得フェ ーズと探究フェ ーズの結節点と し
て、 この指導案をロ1] き台と して、 指導教員と個別に指導
案の事前検討と デイスカ ッ シ ヨン、 その結果に基づ く 修









学生に対 して、 習得フェ ーズと探究フェ ーズを各々相対
的に独立なものと して構想し、 用意しておく 必要がある。 
そして、 その際、 も っ と も重要なのがそれらのフ ェ ーズ
を どのよう にリ ンク させるか、 換言すれば、 一方のサイ
クルで学んだこ と をもう 一方のサイ クルにどのよう に還
流させるかである。
本稿においては、 こ れをいく つかの層において構想し、
重層的にサイ クルが回ってい く よう に組織してい く こ と
に 「特色」 を見出している。
(1) 習得フェーズ: 総論 (歴史的な概観) 'v
テキス ト の序章部分に書かれている内容について、 学
生の自学を期待しつつ、 そのエ ッセンスを文字 (音声) 
情報だけでなく 、 できるだけ図表や映像(動画) などを
活用して、 効率的に必要な知識を系統的に提示する。
(2) 探究フェーズ①: 各論 (各実践者に関しての個別学
習)
テキス ト にある15の実践家 (も し く はグループ) の記
述を通読し、 自分が授業で扱う対象の候補を絞る。 次い
で、 対象が定まり次第、 その対象の主著と呼ばれるもの
を少なく と も一冊通読(必要に応じて精読) し、 自分が
他の受講者に 「これは是非伝えたい」 と思えたもの(授




(4) 習得フェ ーズと探究フェ ーズの結節点①
作成された学習指導案を、 授業担当教員と検討する。 
その中で、 担当教員からの多方面からの突っ込みやゆさ
ぶり、 情報の訂正と補充などを通じて、 探究フェ ーズで
の学びの省察を深める。 そのこ とは、 より対象理解を深




けると と もに、 自ら も自己評価を行う 。 さ らに、 授業の
最後 2 回で、 再度自分の学びに関して、 授業全体や他者




専門教科をどのよう なものと して構想するか。 オーソ ド ッ
クスなやり方であるなら、 教育方法の概念規定、 教育方
法の理論と実際の歴史、 今日における教育方法の改革動
向といった理論的なものを主軸に構成すると こ ろである。 
しかし、 参加型授業を想定し、 何より学習者が内容にコ
ミ ッ ト し、 授業で教師側が日標と して想定しているこ と
を学習者自身が身につけたいという 意欲を持つよう にし
よう とすると、 上記のよう な学問的な構成を前面に出し
たものでは期待 した成果を得られない。 何より、 当該の
学生達は、 研究職を目指しているのではなく 、 あく まで
も教師になるこ と を目標と し、 そのための基礎的素養を
身につけよう と している存在であるこ とに留意する必要









ゆさぶり の必要性、 子 どものつまずきのと らえ方、 基礎
的学習内容の習熟の重要性、 相対評価の非教育性な ど) 
が、 最初から与えられていたものではなく 、 歴史的 ・ 社
会的文脈から要請され、 ある一個 (ないしは一群) の教
員 (達) によって 「見出された」 ものであるという事実
と、 困難に直面 した際、 必ずし も前例のない解決策を、
現実と格闘しながら 「見出し」 ていった先人達のチ ヤレ
ンジングな姿勢と を読み解かせていく こ とは、 未来の教
師と しての彼らの琴線に触れる可能性が高いのではと予
測した。 そのために格好の資料と なるものと して、 田中
(2005) を指定テキスト と して採用した。
2-4. 方法
2-4-1. 授業づく り
学生は、 このテキス ト により 、 端的にま と めら れたそ
の実践家 (達) の教育史的な位置づけを知ることが期待
される。 ただ、 大学の特に専修科目( 3 、 4 年生に課さ
れるコース独自の授業科目) である以上、 個々の著者に
よる実践の分析と評価を鵜呑みにするこ とは望ま し く な
い。 それらに賛同するにし ろ、 異議を持つにしても、 与
えられた材料と と もに、 可能であれば自ら調べた材料を
基に、 自分自身で思考し、 判断することが求められる。
このこ と を実現するための手立てと して、 まず、 授業
担当者の側から、 テキス ト全体の通読、 興味を持った実
践家の選択と申告を求めた。 そこでは、 他者から上意下
達的に対象を割り当てられるのではなく 、 少なく と も15 
の人も し く は集団の中から、 一番自分が興味を持てた対
教員養成系大学における参加型授業の実践的研究
象を自ら選択する機会が保証されるこ と になる。 その申
告されたものをも と にして授業者の側で、 偏り や時期的
なものを考慮して担当を決定した。 そして、 受講者には、
教科書の該当箇所は勿論、 必ずその対象の主著を最低一 
冊読了するこ と をオブリ ゲーシ ョ ンと した。 受講者はそ
う した調べ活動の中で、 「他の受講者に是非と も知らせ
たい」 という 知識(概念やエ ピソードなど) をい く つも
発見してい く こ とが予想される。
次の段階と して、 それらの 「是非と も知らせたい」 も
のを45分という授業時間の中で扱えるよう に絞り込んで
いく こと を求める。 受講者はその取捨選択の過程で、 一 
群の 「知らせたい」 ものの各々に自分なり の価値付け、
順序付けを強いられるこ と になる。 あるいは、 別の事柄
と して考えていたこと を統一的に把握し直す。 この過程
を、 一義的には学生の課外時間での自学に求める。 しか
し、 学習過程にある学生段階では、 自律的にこの過程を
たどるためには、 他者(授業担当者) による支援 (評価
やゆさぶり、 理由や根拠の自覚化など) が必要と なる。 
こ れら を通じて、 当該授業の目標がブラ ッ シュア ッ プさ
れてい く のである。 その際、 定めよう とする目標が何ら
かの形で計測可能であるものになるこ と を求めると同時
に、 その測定方法と測定結果に基づ く 評価のルvー リ ッ
グづく り を促すことが肝要と考える。
その次の段階と して、 定めら れた目標を、 効果的に実
現させるための手立ての工夫である。 学生達は自らの学
びの経験から、 教員によ る説明を主と して授業構想を練
り がちである。 大学における授業では、 1 . で述べた理
論的状況について各々の領域から言及されているにもか
かわらずである。 彼らが大学で理論的に教えられている
こ と と彼らが実際行いがちなこ との乖離状況は、 実際に
指導案に現れる。 指導教員はその現れを指摘し、 彼らに







の学生は 1 グループ5 名程度。 それとは別に、 授業した
学生は、 指導教員やゲス ト ・ テイーチ ヤーな どとのグルー
プを構成。) 活動と して、 今行われた授業に関して、 「良
かった所」 と 「こう すればも っと良く なったと思われる
所」 という2 点について意見交換を行い、 模造紙にまと
める。 最後に、 それぞれのグループから、 模造紙にまと
められた意見を報告 し合う 。 最後の5 分足らずで、 その
日の学びの振り返り を所定の用紙に記入する。
9 回の学生による授業が終了した後、 「 『学び』 の確




1 . でも強調したよう に、 授業のデザイ ンと管理につ
85 




に近い形で出発し、 毎年PDCA サイ クルを回していき
ながら、 少 しずつ改善を進めてきている。 改善の内容は





るオムニバスであったこ とから、 約半分の8 コマの時間
を与えられた。 授業で扱う内容については、 当初からほ
ぼ現状と同 じものであった。 ただ、 学生による授業にま
では踏み込んでおらず、 授業担当者から前近代から戦前 ・ 
戦中期までの教育方法史についての講義を6 時間行った
後、 戦後教育方法史にあたる最後の2 時間分について30 
名ほどの学生を3 つのグループに分け、 各 グループにお
いて1 人15分ほど (合わせて4 人で90分) を使って、 テ
キス ト (田中他2005) で気になった実践家についてテキ
ストの要約を発表しあう という形態を採用した。1 グルー
プ当たり、 延べ8 人ほどの実践家に触れられる形を採る
ことで、 学生ができるだけ多 く の実践のレポート に触れ
るこ と を企図したからである。 2 回の発表会については
概ね好意的に受け止められたものの、 一方で、 もう 少し
じっ く り説明したり、 聞きと ったり (考えたり) したい




するこ と になった。 その結果、 前年度問題と なった時間
的制約からの15分発表という 桎梏を図らずも解き放つ機
会に恵まれた。 授業の全時間を教育実践史について当て
るこ とが可能と なり、 1 時間のオリエ ンテーシ ョ ン、3 
時間の教育実践史の概要説明、 9 時間の学生による授業、
2 時間の発表会という、 ほぼ現状のよう な形態となった。 
この際、 教員からの (結果的には) 一方的な情報提供と
いう部分を最低限にし、 本科目の大部分を 「学生による
授業」 にシフ トする、 パラ ダイ ム転換を伴う大きな改造
を行った。 ただし、 この時も前年度同様、 学生ができる
だけ多 く の実践のレポート に触れるこ と を重視していた
ため、 報告者も授業を通じて2 名の実践家をレポートす
る、 1 回90分の授業時間で2 人の実践家を扱う という形
態を取った。 確かに、 学生が受動的にアカデミ ックな情
報の奔流にさ ら さ れる時間が大幅に縮減する一方で、 実
践家一人当たりの扱う時間が格段に増えた。 しかしなが
ら、 学生にと って、 半期に2 名の実践家についての調べ
学習を行う と同時に、 単なるテキス トの要約の報告では
なく 、 授業という形式をと るこ とで、 学習指導案の作成
という 仕事が新たに課さ れるこ と になった。 その結果、
相対的に調べ学習の深みや広がり に欠けた上、 授業での
学生なり の工夫にまで手が及びにく く なっていたこ とが
課題と して明らかになった。 
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3-3. 2008年度~ 現在
上記のよう に、 前年度の大きなパラ ダイ ム転換を伴う
大きな改造が、 前々年の先導的な試行に基づいて構想さ
れたとは言え、 実際に実行 してみると予想外の事柄が多
数出来した。 上記の、 学生の過重負担もその一つである。 
また、 「 ク ラ フ ト マ ンシッ プ」 と しての技術の習得 ・ 向
上を考えた時、 大学教員の他、 可能な限り現職教員に協
力を仰ぎ、 現場教員の目から学生の授業に対 して評価と
ア ドバイ スを得るこ と追加した。 
4 . 成果と課題
4-1. 成果v
4-1-1. 直近の 「学生による授業評価」 の結果
兵庫教育大学において行われている直近の 「学生によ
る授業評価」 は次の通り である。 




きり していた 8 2 0 0 3.80 3.90 
②授業内容は, 目的にふ 
さわしい内容だった 8 2 0 0 3.80 3.80 
③教員の説明は, わかり 
やすかった 8 2 0 0 3.80 3.80 
④テキス ト ・ プリ ント等 
や教材・ 教具は役立つ 
た 




9 1 0 0 3.90 3.90 
⑥成績評価の基準・ 手続 




9 1 0 0 3.90 3.90 
※回答者10名 (2013年度)。
※ 4 : そのとおり、3 : ほぼそのとおり、2 : あまり
そう ではない、 1 : そう ではない
ここに見られるよう に、 本授業における積年の授業改
善の努力は、 4 件法において、 すべての項日が3.8以上、
「2 : あまり そう ではない、 1 : そう ではない」 が1 件
もないという受講者達の高い評価を得るに至っている。
4-1-2. 学生側の変化
受講者達は、 少なく と も45分の授業を準備する過程で、
テキス トの該当箇所を読み込み、 その著者の取り上げた
その実践の価値をより深く 理解する。 それと同時に、 そ
の著者の主張と、 自らが一次資料から得た考えと比較考
察するこ とで、 自らの考え をより明確化 していつた。 




こ と を追求しよう と しているこ とによって無理が生じて
いるこ とは否めない。 「二兎を追う 者は一兎をも得ず」
にな り かねない危険性をどう 回避するかが問題である。
内容面では、 「習得フ ェ ーズ」 に位置づけている最初
の歴史的概観が、 「探究フェ ーズ」 での学びで教育内容
理解の前提知識と して活用されているのは確かである。 





共有される 「わかったこ と」 をつきあわせて、 発表会後
に再度教員側 (も し く は学生の代表者) から、 歴史的概
観の点での補足を行う こ とが有効ではないかと考えらえ
る o
内容面での2 点日は、 戦後とは言え、 すでに 「歴史」
となっている対象に対しての学生の姿勢である。 これま
での授業では、 どう しても学生側の 「これからに活かす」




方法面では、 事後検討会における 「検討」 の視点を示
し切れていない現状。
方法面での2 点日は、 事後検討会における 「日標に準
拠した」 検討に至れていない現状。
こ れらの問題を根本的に解決するには授業を現在の半期
2 単位から通年4 単位とするこ と により 、 それぞれのセ
ク シ ョ ンの配当時間を倍増するこ とである。 しかし、 こ
れを実現するためには、 大学全体のカリ キュラ ム設計に
大きな変更を求めるこ とになる。 長期的な視野ではその
方向を追求すべきであるものの、 短期的には実現可能性
が低い。 より現実的には、 従来9 時間の枠をと っている
学生による授業について、 現在授業予定者が9 名を超え
る場合に例外的に採用していたTeam Teaching を原則全






問題である。 すなわち、 事前に計画さ れたモデルを細部
にわたってブラ ツシユア ツプしてい く こ とが可能と なる
(実際に数年間にわたるブラ ツシユア ッ プによ って、 授
業担当者から見て著し く 「改善」 してきている。) 次第
に改善ポイ ント が精緻化 していき、 完成度が上がってい
く。 しかし、 そのこ とは一方で、 ブレークスルーを伴う 、
根本的は改変の可能性を年々狭めて行ってしまう危険性
をはらんでいると見るこ と もできる。 実践自体がパター
ン化し、 一種のマ ンネリ を生み、 授業(特にその運用に
最も責任を持っている教員自体) から活力や発展性が失
われてしまう 可能性がある。 PDc A サイ クルの活用と、
ブレークスルーを伴う質的発展と をどう 整合させていく
べきか、 原理的な課題を今後検討していく 必要がある。 
教員養成系大学における参加型授業の実践的研究
小結
多 く の学生が高等学校時代までに 「受動的な学習スタ




チ、 「三つの対話を総合した実践」 の自覚、 「教えて考え
させる授業」 論、PDc A サイ クルの活用、 道草や失敗の
教育的価値の再評価など一連の主張がなされてきている。 
こ れらの知見を基に、 「アート」 と し ての技術や 「 ク ラ
フ ト マ ンシ ッ プ」 と しての技術の習得 ・ 向上のアプロ ー





一方で、 ここ数年、PDc A サイ クルを授業改善のツー
ルと して用いるこ と によって生ずる根本的な問題に直面
している。 学生にチ ャレンジ精神を持つこ と を鼓舞して
いる担当教員自らが、 現状に何らかのブレークスルーを
伴う質的発展を大胆に追求していく 必要があると同時に、
その姿勢自身が受講者のモデルと なるこ と を意識して行
く 必要があるであろう。 
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i たとえば、 筆者が担当している2 年次前期開講の 「教
育課程論」 という200名弱規模の授業において、 9 割
の学生の受講態度は 「受動的な学習スタイル」 のまま
であり 、 期待されるよう な変容を伴っていない。
ii 少し前までの大学 (大学院) で求められていたのは、
このよう な学生の自主的な能動性であり、 それを持つ
学生のみが教員の教育の対象でもあった。 しかし、 今
日、 大学側にアカウンタ ビリ テイーが求められ、 ステー
クホルダー に対しては 「出口保証」(品質保証) 、 学生
に対 してはカリ キュ ラ ムない し シラバスで定めら れた
最低目標への到達を担保するこ とが求められるよう に
なっている。 学生の不勉強や怠惰を理由と して教育の
対象から外すこ とは許されなく なり つつあるのだ。
in 2008年版学習指導要領においては、 総則の最初のパ
ラ グラ フの最後に、 「こ れらに掲げる目標を達成する
よう教育を行う ものとする」 という一文が敢えて追加
されている。 それまでは、 教育課程という計画を立て
るこ と だけが求められていたのに対 して、 計画は日標
を実現するためにデザイ ンさ れるものであり 、 目標が
実現 さ れる計画へと常にブラ ッ シユア ツプす るこ とが
求めら れるよう になったのである。
iv 習得フェ ーズの中でも重要なものと して学習者に学
んだ内容を 「定着」 させる習熟過程がある。 そのため
筆者の担当する別の科目においては、 授業の冒頭に前
回行った授業内容のエ ッセ ンスを確認する小テス ト を
組み込んでいる。 しかし当授業では、 このセク シ ョ ン
自体が特に学生にと って新しいこ と を提示するという
より、 これまでに受けてきた他の授業で得られた知識
の復習的な役割をもつため行っていない。
v 授業担当当初から、 授業ごとに、 ①理解度[今回の
授業で “教えられよう と したこ と (教育内容) ” が理
解できたかどう か。] 、 ②満足度 [今回の授業を受けて
どれだけ満足感を覚えたかどう か。] 、 ③発展度 [今回
の授業で学んだこ と を、 こ れからも っ と深めてやろう
と思ったかどう か。] 、 そして2013年度からは、 ④学習
者度 [今回の授業に対して 「良き学習者」 たり得たか。]
の 4 観点からの自己評価を学生にさせてきている。 こ
のデータの分析は現在進行中である。 
